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1. はじめに

微動を用いて地盤構造を推定するということは，こ

れまでにも広く行われてきた。2地点同時観測に基づ

く簡易なアレー観測により，位相速度をどの程度精確

に推定可能であるかを検討するために，首都圏にいく

つかの観測点を設定し，微動を測定した。2点同時観

測のみによる簡易なアレー観測が実用的な精度を有す

るものであることが確認されれば，首都圏のような広

いエリアの地盤構造の推定に大きく貢献するものと期

待される。

微動のアレー観測では 4地点または 7地点での同時

観測を行って，周波数-波数スペクトル法 (F-K法)1),2)

や空間自己相関法 (SPAC 法)3) ˜ 7)などを用いて位相

速度を推定することが行われる。SPAC法においては，

円形アレーの中心におかれた観測点と円周上の観測点

との空間自己相関の方位平均が位相速度の関数として

理論的に表現されている。しかも，その理論展開の過

程で，相関の方位平均をとることと，微動が種々の方

向から到来する場合に 1方向のみの 2点同時観測記録

の相関を用いることが，互いに同等の結果をもたらす

であろうことが理論的に示唆されている。このことよ

り，微動が様々な方向からまんべんなく到来すること

がわかっていれば，2地点での同時観測を長時間続ける

ことで通常のアレー観測と同等の結果を得られること

が期待される。しかし，実際の微動がどの程度「様々

な方向からまんべんなく」到来すれば理論と整合する

のか，といった実際の応用のための検討はいまだ不十

分であり，適用範囲についてもあまりはっきりしたこ

とはわかっていない。

一方，短周期領域では微動源として自動車をはじめ

とする人間生活にかかわる種々の人工的な振動が考え

られるため，様々な方向から微動が到来する，と仮定

することができる。Chávez-Garćıa et al.8)は 30分ほ

どの観測記録に基づいて方位平均の必要性についての

検討を行っており，ある程度短い波長の微動に対して

は方位平均なしでも妥当な結果が得られることを示し

ている。さらに，近年，改めて注目されている Seis-

mic Interferometry (地震波干渉法) 9)をもとに，横井・

Margaryan10)は SPAC法において方位平均を必ずしも

必要としない条件が存在し得ることを解析的に示唆し

ている。

SPAC法の方位平均の必要性に関する具体的な検討

は，上記の研究を別にすると，これまでほとんど行わ

れてこなかった。本研究では，地盤構造が明らかになっ

ている地点で 2地点での同時観測をもとに位相速度を

推定し，それが地盤構造を正しく反映したものである

かどうかを検討するとともに，いくつかの地点に適用

した結果を報告する。

2. 観測地点

2地点の同時観測に基づく空間自己相関係数が方位

平均をとって得られるそれと同等であるためには，微

動が様々な方位から伝播してきていることが必要であ

る。様々な方向から微動が伝播しているという仮定が

成立するのは，短周期領域の微動であることが予測さ

れるため，浅い部分の地盤構造がわかっている地点に

おいて短周期の微動観測を実施した。

観測場所には，首都圏近郊で浅層のボーリングデー

タがある地点をリファレンスとして選んだ。また，手

法の適用先としてリファレンスとは地盤構造が異なる

ことが予想される地点をリファレンスの近くで 2ヶ所

選んだ。図-1に観測地点と周辺の微地形区分を示す。

図中，No.1のK-NET所沢 (所沢市立明峰小学校校庭)

がリファレンス地点であり，No.2の SK-net富士見 (富

士見市役所)および No.3の荒川河川敷は No.1とは異

なる地盤条件であることがわかる。

3. 観測システムと観測方法

観測システムとして，固有周期 2秒の動コイル型速

度計を 3成分 2セット用いて，No.1～3の各観測点ご

とに 3成分の 2地点同時観測を行った。観測にあたっ

ては，2セットの地震計の間の距離を変化させ，それ

ぞれの地点で 4 種類の距離を設定して観測を行った。



図-1 観測場所と地形分類

記録は，すべての地震計の出力 (6成分)を有線で接

続し，適当なローパスフィルタおよび増幅機を介して

16bit分解能のディジタルレコーダに信号を入力して

記録した。ローパスフィルタのカットオフ周波数は 10

Hz，減衰特性は−12 dB/oct.，サンプリング周波数は，

観測点間隔が 25m以下の場合 1 kHz，25 mを超える

場合は 500 Hzとした。また，記録時間は 15分以上で

ある。

地震計の位置はGPSによるディファレンシャル測位

によって決定し，2地点の相対位置は 10mm以内の精

度で決定している。また，やや長周期領域における風

の影響を避けるために段ボール箱で風よけをしたうえ

で観測を行っている。

なお，地震計の設置時の特性を用いて後処理として

計器補正を行うために，地震計を設置するごとに 振り

子の自由振動とステップレスポンスを記録している。

前者については，シャント抵抗をはずした状態で自由

振動をさせ固有周期を測定し，また後者についてはシャ

ント抵抗を接続した状態で地震計のコイルに電流を流

したり止めたりすることで得られるステップレスポン

スの形状から減衰定数を求めている。ステップレスポ

ンスは，各観測の直前に 10回程度づつ記録し，得られ

た減衰定数の平均値を当該観測時の減衰定数として採

用している。

4. 解析

解析にあたっては，ステップレスポンスから振り子

の減衰定数を推定し，観測時に計測した振り子の固有

周期とあわせて，得られた微動記録の計器補正を行っ

ている。固有周期 2秒の地震計を用いているが，このよ

うにして計器補正を厳密に行うことで，約 8秒程度ま

では振幅，位相とも安定した記録を得られることを確

認している。以下の解析結果はいずれも，計器補正を

表-1 No.1 (K-NET所沢)の速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 130 1.30 4.0

2 180 1.50 7.0

3 355 1.70 5.0

4 835 1.72 ∞

行って得られる地動速度に基づいて議論を行っている。

微動記録の解析では，No.1地点では約 16秒，その

他の地点では約 65秒のノイズが少ないと思われる区

間を各観測記録毎に 10区間程度ずつ切り出してフー

リエ変換を行い，フーリエスペクトルを求め，水平動

と上下動のスペクトル比を計算して H/Vを求めた。

また，同時に観測を行った 2地点の記録からクロス

スペクトルを求め，SPAC法を適用して (ただし，方

位平均はとらない)，Rayleigh波の位相速度を求めた。

SPAC法の適用にあたっては，H/Vの計算と同様に，

各観測記録毎にノイズが少ないと思われる区間を 10区

間程度選んで，各区間ごとに同時に観測を行った 2地

点の記録のクロススペクトルを求め，すべての区間に

ついて算術平均をとり，それを空間自己相関係数とし

た。ただし，算術平均をとる前にスペクトルの計算に

おいて周波数軸方向にHanning フィルタを 5回かけて

平滑化している。

5. No.1地点における解析結果

No.1 (K-NET所沢)地点はK-NETの観測点である

ため，工学的基盤面までのボーリングデータを参照す

ることができる。そこで，No.1地点における観測記録

をリファレンスとして，検討を行う。

No.1地点の K-NET所沢 (明峰小学校校庭)におけ

るボーリングデータによって，工学的基盤面までの速

度構造が明らかになっており，その速度構造は表-1に

示す通りである。表中の最下層の層厚は不明であるた

め，便宜上，∞と示している。表-1の速度構造を用い

て Rayleigh波の ellipticityおよび位相速度を計算し，

観測記録の水平動/上下動スペクトル比 (以下，H/V)

と比較したものを図-2に示す。

この図より，観測から得られた H/Vや位相速度が

理論曲線とよく対応していることがわかる。方位平均

をとらない 2点のみの同時観測であっても，短周期領

域であれば位相速度の推定可能性が示唆される結果と

言える。ただし，No.1地点である明峰小学校での観測
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図-2: No.1 (K-NET所沢)における H/Vおよび位相速度と
その理論曲線

は，観測時間が放課後になったため，生徒たちが校庭

で縦横無尽に遊んでおり，様々な方向からの微動がま

んべんなく到来する，という理論的に理想に近い状況

であったことも良い結果が得られた理由の一つである

と考えられる。

6. No.2およびNo.3地点における解析結果

No.1地点での解析から 2点の同時観測のみである程

度妥当な位相速度を推定可能であることが示された。

短周期領域であれば，ある程度は位相速度を推定でき

そうであるので，この手法を他の地点に適用してみた

結果を示す。

図-1からわかる通り，No.2 (SK-net富士見)は扇状

地，No.3 (荒川河川敷)は文字通り河川敷である。基盤

構造も西から東へ向かって深くなることが知られてお

り，No.1から東へ行くほど，いわゆる「地盤が悪くな

る」という傾向にあると考えられる。

各観測地点で推定された位相速度を図-3に示す。こ

の位相速度を満足する速度構造を推定した結果，表-2，

3に示す構造が得られた。No.3 (荒川河川敷)では非常

に長周期領域まで位相速度が推定されているため，そ

れにあわせて深い構造まで推定している。
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図-3 各観測地点での位相速度と理論分散曲線

表-2 No.2 (SK-net富士見)において推定された速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 130 1.30 5.0

2 170 1.50 19.0

3 330 1.70 25.0

4 835 1.72 ∞

表-3 No.3 (荒川河川敷)において推定された速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 70 1.25 7

2 240 1.45 30

3 450 1.70 90

4 570 1.72 320

5 1300 1.80 ∞

図-3ではNo.2 (SK-net富士見)地点の位相速度も一

応求められているように見えるが，実際には，空間自

己相関係数が全周波数帯域で不安定となっており，あ

まり信頼できる結果ではない。そのため，No.2地点の

速度構造を求めるに当たっては，No.1の層序を参考に

して，観測結果と整合するようパラメータをごくわず

か変更してフォワード計算で速度構造を求めている。

一方，No.3 (荒川河川敷)地点では，比較的安定し
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(b)深さ 60mまでの拡大図

図-4 各観測地点で推定された S波速度構造

た位相速度が計算され，かつ長周期領域まで安定して

位相速度が求められた。しかし，1秒よりも長周期側

については，「いろいろな方向から微動が到来する」と

いう仮定がどの程度信頼できるかよくわからないため，

得られた位相速度をどこまで信用すべきかの指標が不

十分である。前節での議論では，空間自己相関係数の

確率論的性質が理論と整合するかどうかが，2点同時

観測から求められた位相速度の妥当性の判断基準にな

るとは限らないことが明らかとなったため，この点に

ついて現時点で確たることを述べることはできない。

ただし，一般に，1秒よりも長周期領域で観測される

脈動の震源は海底にあると考えられており，同じよう

な方向から伝播してきていることが多く，「いろいろな

方向から微動が到来する」という仮定が常に成立する

わけではなさそうである，ということを指摘しておく。

周期帯から考えると第 4層まではある程度信頼できる

と考えられるが，第 4層の厚さ，および第 5層の信頼

性は上記の理由により不明である。

No.1～No.3 の各地点での速度構造を図-4 に示す。

No.3 に比して No.1 および 2 は非常に浅い構造まで

しか求められていないので，表層から 60mまでを拡大

したものをあわせて示している。この図によると，各

観測地点での地盤条件の定性的な違いが速度構造に反

映されており，結果が大幅に間違っているということ

はないものと期待される。

7. おわりに

微動の 2点同時観測のみによる簡易なアレー観測に

よって位相速度が推定可能か実観測記録を用いて検討

した。すなわち，地盤構造が明らかな場所で微動の 2

点同時観測を実施し，その記録から空間自己相関係数

および位相速度を推定した。

この結果，短周期領域において推定された位相速度

は，地盤構造から求められる理論分散曲線とよく対応

し，空間自己相関係数の方位平均をとらない場合でも，

短周期領域ではある程度妥当な位相速度を推定可能で

あることが示唆された。さらに，他の地点でも同様の

簡易な微動アレー観測を実施し，位相速度を推定する

ことができた。
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